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現
行
の
国
有
林
の
位
置
付
け

１ 

国
有
林
は
、
①
公
益
的
機
能
の
発
揮
、
②
林
産
物
の

持
続
的
・
計
画
的
供
給
、
③
地
域
振
興
へ
の
寄
与
等

を
目
的
と
し
て
、
国
有
林
野
事
業
特
別
会
計
に
よ
り

企
業
的
に
管
理
経
営
。

２ 

平
成
10
年
の
抜
本
的
改
革
に
よ
り
、
公
益
的
機
能
を

重
視
し
た
管
理
経
営
に
転
換
し
、
一
般
会
計
か
ら
の

繰
入
れ
を
前
提
と
し
た
特
別
会
計
に
よ
り
管
理
経
営
。

今
後
の
国
有
林
に
求
め
ら
れ
る
役
割

○
公
益
的
機
能
の
よ
り
一
層
の
発
揮

○
森
林
・
林
業
の
再
生

○
国
有
林
野
に
お
け
る
統
一
的
な
施
策
の
実
施

一
般
行
政
と
し
て
一
般
会
計
で
実
施

　

国
有
林
の
新
た
な
役
割
を
果
た
す
た
め
に
は
、
収
支

に
規
制
さ
れ
た
企
業
特
別
会
計
と
し
て
で
は
な
く
、
森

林
・
林
業
・
木
材
産
業
に
対
す
る
社
会
の
要
請
に
柔
軟

か
つ
効
果
的
に
対
応
で
き
る
一
般
行
政
と
し
て
、
一
体

的
に
一
般
会
計
で
実
施
す
る
こ
と
が
適
当
。

国
民
全
体
の
利
益
の
視
点
か
ら
見
直
し

　

国
有
林
野
事
業
を
す
べ
て
一
般
会
計
の
下
で
実
施
す

る
こ
と
を
踏
ま
え
、
国
有
林
野
の
管
理
経
営
の
あ
り
方

を
国
民
全
体
の
利
益
の
視
点
か
ら
見
直
し
て
い
く
必
要

が
あ
り
ま
す
。

　農林水産省が平成21年12月に策定した「森林・林業再生プラン」
では、国有林野事業について、公益重視の管理経営のより一層の
推進、民有林への指導やサポート、森林・林業政策への貢献を行
うために、組織・事業の全ての一般会計への移行を検討すること
が明記されています。
　また、平成22年10月の行政刷新会議「事業仕分け」において、
今後の国有林野事業の経理のあり方として「特別会計は一部廃止し
一般会計に統合、負債返済部分は区分経理を維持」との評価結果を
受けました。
　このような中、林政審議会は、昨年1月、今後の国有林野の管理
経営のあり方について、農林水産大臣から諮問を受け、国有林部
会を設置し、審議を行ってきました。昨年12月16日に「今後の国
有林野の管理経営のあり方について」が答申されましたので、ご紹
介します。
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公
益
重
視
の
管
理
経
営
の

      

よ
り
一
層
の
推
進

１
地
域
関
係
者
や
民
有
林
と
の
連
携
を

一
層
深
め
た
管
理
経
営
等
の
推
進

○
地
域
に
お
け
る
国
有
林
野
の
管
理
経
営
の
計

画
の
あ
り
方

・ 

地
域
管
理
経
営
計
画
案
の
作
成
前
の
段
階
か

ら
広
く
国
民
か
ら
意
見
を
求
め
、
地
方
公
共 

団
体
等
と
調
整
を
行
う
と
と
も
に
、

関
連
情
報
等
を
積
極
的
に
提
供
し
、

市
町
村
森
林
整
備
計
画
の
作
成
を

支
援
す
べ
き
。

・ 

国
有
林
野
の
機
能
類
型
区
分
の
見

直
し
は
、
森
林
・
林
業
基
本
計
画

等
で
例
示
さ
れ
た
森
林
の
機
能
と

の
整
合
性
を
図
り
つ
つ
、
従
来
の

区
分
と
の
連
続
性
を
踏
ま
え
検
討

す
べ
き
。

○
民
有
林
と
国
有
林
の
連

携
に
よ
る
生
物
多
様
性

の
保
全
方
策
の
推
進

・ 

協
定
等
の
手
法
を
活
用

し
、
民
有
林
・
国
有
林

を
通
じ
た
健
全
な
森
林

生
態
系
の
保
全
の
た

め
の
取
組
を
推
進
す
べ

き
。

○
地
域
と
一
体
と
な
っ
た
鳥
獣

被
害
対
策
の
推
進

・ 

農
林
業
被
害
の
拡
大
が
深
刻
な

中
、
地
域
と
一
体
と
な
っ
た
鳥

獣
被
害
対
策
を
推
進
す
べ
き
。

安
全
・
安
心
な
国
土
基
盤
づ
く
り

・ 

大
規
模
山
地
災
害
発
生
時
に
お
い
て
、
全
国

組
織
・
技
術
力
を
活
か
し
、
管
轄
区
域
を
越

え
た
技
術
者
の
派
遣
や
民
有
林
直
轄
治
山
事

業
の
実
施
、
更
に
は
関
連
す
る
林
道
の
復
旧

も
含
め
、
民
有
林
の
支
援
に
こ
れ
ま
で
以
上

に
積
極
的
に
取
り
組
む
べ
き
。

国
有
林
の
資
源

管
理
の
高
度
化

・ 

今
後
の
国
有
林

は
、
地
域
の
森

林
経
営
の
モ
デ

ル
と
な
る
よ
う
、

よ
り
一
層
の
資

源
管
理
の
高
度

化
を
図
っ
て
い

く
べ
き
。

森
林
の
面
的
な
管
理

・ 

国
土
の
保
全
や
多
様
な
生
物
の
生

息
・
生
育
域
の
提
供
と
い
っ
た
機
能

は
面
的
な
ま
と
ま
り
を
も
っ
て
対
策

を
講
じ
て
い
く
べ
き
。

（左）｢地域管理経営計画｣ 等策
定前の地域懇談会等の開催の例

（上）国有林の林相構造（樹種や樹齢など森林の構成）をわ
かりやすく視覚化した例

（左）東中国山地緑
の回廊における民
有林との連携の例

（左）民有林と
国有林の連携
による外来植
物駆除が必要
な例（東京都
小笠原村）

（右）職員による
括りワナの設置

（左）ヘリコプ
ターによる上
空からの調査

（左）地上からの
災害調査
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森
林
・
林
業
再
生
へ
の
貢
献

２
低
コ
ス
ト
化
を
実
現
す
る

　
　

施
業
モ
デ
ル
の
展
開
と
普
及

・
地
域
ご
と
の
地
形
条
件
や
資
源
状
況
の
違
い

に
応
じ
た
低
コ
ス
ト
作
業
シ
ス
テ
ム
の
提

案
・
検
証
や
、
先
駆
的
な
取
組
に
つ
い
て
の

事
業
化
の
可
能
性
を
追
求
し
、
民
有
林
に
お

け
る
普
及
・
定
着
に
も
貢
献
す
べ
き
。

林
業
事
業
体
の
育
成

・ 

国
有
林
は
、
国
内
最
大
の
事
業
発

注
者
と
い
う
立
場
を
活
か
し
、
総

合
評
価
落
札
方
式
な
ど
に
よ
り
競

争
性
を
確
保
し
つ
つ
、
林
業
事
業

体
の
創
意
工
夫
や
施
業
提
案
を
促

し
、 

集
約
化
の
能
力
向
上
と
技
術

者
の
育
成
を
推
進
す
べ
き
。

国
産
材
の
新
規
需
要
開
拓
と

安
定
供
給
体
制
の
構
築

○
国
産
材
の
新
規
需
要
開
拓

・ 

製
紙
チ
ッ
プ
、
燃
料
用
チ
ッ
プ
等
安
定
供
給
シ

ス
テ
ム
販
売
の
推
進
や
、
林
地
残
材
等
未
利

用
材
の
低
コ
ス
ト
搬
出
シ
ス
テ
ム
の
確
立
を

通
じ
、
木
質
バ
イ
オ
マ
ス
な
ど
新
た
な
需
要 

開
拓
に
努
め
、
自
給
率
向
上
に
貢
献
す
べ
き
。

○
地
域
の
需
給
状
況
に
応
じ
た
国
有
林
材
の

　

供
給
調
整

・ 

全
国
的
な
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
活
用
し
て
国
産

材
の
２
割
を
政
策
的
に
供
給
し
得
る
国
有
林

の
優
位
性
を
活
か
し
、
価
格
急
変
時
の
供
給

調
整
機
能
を
発
揮
す
る
た
め
、
国
有
林
が
地

域
や
樹
材
種
ご
と
の
木
材
の
価
格
、
需
給
動

向
、
地
域
や
関
係
者
の
意
見
を
迅
速
か
つ
的

確
に
把
握
す
る
こ
と
な
ど
の
取
組
を
進
め
る

べ
き
。

施
業
集
約
化
等
へ
の
貢
献

○
森
林
共
同
施
業
団
地
の
設
定

・ 

民
有
林
同
士
で
の
施
業
の
集
約
化
が
困
難
な

民
有
林
に
つ
い
て
は
、
国
有
林
と
一
体
と

な
っ
た
森
林
共
同
施
業
団
地
の
設
定
を
推
進

す
べ
き
。
そ
の
際
、
民
有
林
と

国
有
林
の
連
結
し
た
路
網
の
整

備
と
相
互
利
用
の
推
進
、
国
に

よ
る
民
有
林
も
含
め
た
路
網
の

開
設
や
施
業
の
実
施
、
民
有
林

材
と
国
有
林
材
の
出
荷
を
協
調

し
て
実
施
す
べ
き
。

○
森
林
・
林
業
技
術
者
の
育
成

・ 

森
林
・
林
業
の
再
生
に
資
す
る
人
材
を
育
成

す
る
た
め
、 

国
有
林
に
お
い
て
、
フ
ォ
レ
ス

タ
ー
等
を
系
統
的
に
育
成
し
、 

市
町
村
行
政

の
技
術
的
支
援
を
行
う
と
と
も
に
、

林
業
事
業
体
が
技
術
者
を
森
林
施

業
プ
ラ
ン
ナ
ー
等
と
し
て
育
成
で

き
る
よ
う
、
事
業
発
注
等
を
通
じ

て
支
援
す
べ
き
。

・ 

国
有
林
の
多
種
多
様
な
フ
ィ
ー
ル
ド

を
、
人
材
育
成
の
場
、 

技
術
的
検
証

の
場
と
し
て
積
極
的
に
提
供
す
べ
き
。

○
林
業
の
低
コ
ス
ト
化
等
に
向
け
た

技
術
開
発

・ 

国
有
林
に
お
け
る
技
術
開
発
の
あ

り
方
を
見
直
し
、
民
有
林
経
営
へ

の
普
及
を
念
頭
に
、 

地
域
の
政
策

課
題
に
対
応
し
た
技
術
開
発
課
題

を
設
定
し
、
そ
の
成
果
を
評
価
、

フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク
す
る
仕
組
み
を

構
築
し
、
林
業
の
低
コ
ス
ト
化
等

に
向
け
た
技
術
開
発
を
よ
り
一
層

推
進
す
べ
き
。

○
森
林
・
林
業
の
再
生
に
向
け
た
施
策
立
案
へ

の
貢
献

・ 

民
有
林
・
国
有
林
を
通
じ
た
施
策
の
立
案
の

た
め
に
必
要
な
、
森
林
共
同
施
業
団
地
等
で

の
事
業
の
実
施
結
果
の
検
証
や
分
析
、
木
材

価
格
や
需
給
動
向
の
分
析
等
を
森
林
管
理
局

等
で
積
極
的
に
実
施
す
る
こ
と
に
つ
い
て
検

討
す
べ
き
。

（左）民有林と協調した間伐
材の出荷（長崎県対馬市）

（右）コンテナ苗と
その植付の様子

（左）路網作設オペレー
ター養成のための研修

（上）林内の端材
（中）チップ工場
（下）バイオマス発電所

（左）フォレスター
育成のための研修
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山
村
地
域
の
振
興
、

      

震
災
復
旧
・
復
興
へ
の
貢
献

３
　

山
村
地
域
の
主
要
産
業
で
あ
る
林
業
の
再
生

を
通
じ
て
、
森
林
の
有
す
る
多
面
的
機
能
の
発

揮
、
山
村
地
域
の
雇
用
の
創
出
を
図
っ
て
い
く

こ
と
は
、
東
日
本
大
震
災
の
復
興
に
必
要
な
木

材
等
を
安
定
的
に
供
給
し
、
木
造
住
宅
等
の
建

設
や
再
生
可
能
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
資
源
と
し
て
活

用
し
て
い
く
観
点
か
ら
も
重
要
で
あ
り
、
国
有

林
と
し
て
も
山
村
地
域
の
振
興
と
震
災
復
興
に

一
体
的
に
取
り
組
ん
で
い
く
こ
と
が
必
要
。

山
村
地
域
の
振
興

・ 

国
有
林
野
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
地
域
に
お
け
る

資
源
で
も
あ
り
、
そ
の
活
用
を
通
じ
て
住
民

の
減
少
や
高
齢
化
の
進
展
な
ど
に
よ
り
疲
弊

し
た
山
村
地
域
の
振
興
に
寄
与
す
る
必
要
。

・ 

山
村
最
大
の
資
源
で
あ
る
森
林
の
経
済
価
値

を
高
め
、
効
率
的
に
活
用
で
き
る
よ
う
、
国

有
林
野
事
業
職
員
か
ら

も
フ
ォ
レ
ス
タ
ー
を
育

成
し
て
市
町
村
の
森
林
・

林
業
行
政
を
支
援
す
る

ほ
か
、
地
域
ニ
ー
ズ
に

即
し
た
管
理
経
営
に
よ

る
貢
献
を
一
層
推
進
す

べ
き
。

震
災
復
旧
・
復
興
へ
の
貢
献

・ 

東
日
本
大
震
災
へ
の
対
応
・
復
旧
に
お
い
て
、

森
林
管
理
局
・
署
は
、
地
域
に
密
着
し
た
国

の
出
先
機
関
と
し
て
、
地
域
の
期
待
に
応
え

て
き
た
と
こ
ろ
。

・ 

復
興
へ
向
け
て
は
、
被
災
地
域
に
お
い
て
、

海
岸
防
災
林
の
再
生
や
地
域
の
復
興
に
必
要

な
用
地
の
貸
付
け
・
売
払
い
要
望
等
に
積
極

的
に
対
応
す
る
と
と
も
に
、
林
業
機
械
オ
ペ

レ
ー
タ
ー
の
育
成
や
路
網
整

備
の
前
倒
し
実
施
等
に
よ
り

被
災
地
域
の
就
業
機
会
の
拡

大
、
緊
急
的
な
雇
用
の
確
保
を

行
う
べ
き
。
ま
た
、
復
興
ニ
ー

ズ
や
民
有
林
材
の
動
向
等
に

応
じ
、
必
要
な
木
材
を
国
有
林

の
全
国
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
活

用
し
て
機
動
的
に
供
給
す
る

こ
と
、
復
興
用
材
を
い
つ
で
も

供
給
し
得
る
備
蓄
林
の
整
備

に
つ
い
て
検
討
す
る
こ
と
、
な

ど
に
よ
り
貢
献
す
べ
き
。

      

今
後
の
国
有
林
野
へ
の
期
待
に
応
え
る
た
め
の

      

組
織
・
人
材
の
あ
り
方

４
組
織
の
基
本
的
考
え
方　

・ 

直
接
国
有
林
野
を
管
理
経
営
す
る
組
織
は
必
要
。

・
公
益
的
機
能
の
発
揮
の
源
泉
た
る
流
域
を
単

位
と
し
た
現
在
の
組
織
体
制
を
基
本
。

・
林
政
全
体
の
方
向
性
を
地
域
で
実
現
で
き
る

現
場
の
機
能
と
能
力
の
向
上
が
重
要
。

求
め
ら
れ
る
人
材

・
森
林
を
非
常
に
長
い
時
間
軸
の
中
で
、か
つ
、

国
土
空
間
と
い
う
広
い
ス
ケ
ー
ル
の
中
で
管

理
で
き
る
人
材
。

・
広
く
地
域
に
開
か
れ
、
地
域
の
森
林
・
林
業

を
牽
引
す
る
マ
イ
ン
ド
を
持
っ
た
人
材
。

・
森
林
・
林
業
に
関
す
る
技
術
の
研
鑽
に
努
め
、

民
有
林
を
リ
ー
ド
す
る
人
材
。

今
後
の
組
織
・
人
材
育
成
の
あ
り
方

・
内
部
管
理
業
務
等
の
効
率
化
を
図
り
、
現
場

管
理
や
地
域
に
密
着
し
た
行
政
の
推
進
に
振

り
向
け
る
べ
き
。

・
地
域
の
森
林
・
林
業
に
関
す
る
専
門
的
な
知
識

を
有
す
る
者
を
系
統
的
に
育
成
・
配
置
す
べ
き
。

・
木
材
供
給
だ
け
で
は
な
く
生
態
系
サ
ー
ビ
ス

の
供
給
力
の
向
上
を
図
る
べ
き
。

・
地
域
の
森
林
・
林
業
に
精
通
し
た
者
を
効
果

的
に
活
用
し
て
い
く
こ
と
も
検
討
す
べ
き
。

（左）トムラウシ山登山口のソーラー式
バイオマストイレ敷を貸付（北海道新得町）

（下）
被災前の海岸林
（宮城県仙台市）

（左）地元国有林材を利用した
仮設住宅（福島県二本松市）
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今
後
の
国
有
林
野
事
業
の

経
理
区
分
の
あ
り
方
に
つ
い
て

５
事
業
・
組
織
の
一
般
会
計
化

　

公
益
的
機
能
の
十
分
か
つ
着
実
な
発
揮
、
森
林
・

林
業
の
再
生
へ
の
貢
献
な
ど
、
国
民
が
国
有
林
野
に

求
め
る
役
割
を
確
実
に
果
た
し
て
い
け
る
よ
う
、
国

有
林
野
事
業
は
企
業
特
別
会
計
で
は
な
く
、
一
般
会

計
に
お
い
て
一
体
的
に
実
施
す
る
こ
と
が
適
当
。
ま

た
、
組
織
、
職
員
、
資
産
に
つ
い
て
も
、
す
べ
て
一

体
的
に
一
般
会
計
に
帰
属
さ
せ
る
べ
き
。

債
務
返
済
に
係
る
経
理
区
分
の
あ
り
方

　

債
務
返
済
特
別
会
計（
仮
称
）を
設
置
し
、
現
在
の

国
有
林
野
事
業
特
別
会
計
に
存
在
す
る
約
１
・
３
兆
円

の
債
務
を
返
済
。

（
一
般
会
計
と
は
経
理
を
区
分
し
、
森
林
整
備
の
結
果

と
し
て
得
ら
れ
る
林
産
物
収
入
等
に
よ
っ
て
債
務
を

返
済
す
る
こ
と
が
明
確
と
な
る
仕
組
み
を
構
築
）

○
国
有
林
野
の
管
理
経
営
の
方
針
の
転
換
に
伴
い

・ 

管
理
経
営
の
目
標
や
計
画
に
係
る
規
定
の
見

直
し
を
行
う
と
と
も
に
、
民
有
林
と
国
有
林

の
連
携
の
推
進
等
を
図
る
た
め
の
具
体
的
な

法
制
度
上
の
措
置
な
ど
に
つ
い
て
も
検
討
す

る
必
要
。

・ 

国
営
企
業
及
び
企
業
的
運
営
を
廃
す
る
こ
と

と
な
る
た
め
、
こ
れ
ら
を
前
提
と
し
た
経
理

区
分
、
労
務
関
連
の
法
制
度
の
見
直
し
等
を

行
う
必
要
。

      

必
要
な
法
的
措
置

に
つ
い
て

６
　

一
定
の
条
件
の
下
で
、
概
ね
当

初
の
想
定
の
期
間
内
で
債
務
が
返

済
で
き
る
結
果
と
な
る
と
と
も

に
、
利
子
補
給
を
存
置
し
た
方
が

債
務
返
済
の
安
定
性
が
高
い
こ
と

を
確
認
。

（
金
融
機
関
か
ら
は
、
金
利
の
先
行
き

の
予
測
が
非
常
に
困
難
な
中
で
、
償

還
確
実
性
の
高
い
仕
組
み
を
検
討
す

る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。）

・
木
材
価
格
や
借
入
金
利
等
の
動
向
な
ど
不
確
定
な
変

動
要
因
が
様
々
に
存
在
す
る
こ
と
を
踏
ま
え
、
短

期
的
な
資
金
繰
り
も
含
め
、
債
務
返
済
の
安
定
性

が
十
分
に
確
保
さ
れ
る
よ
う
、
現
行
の
利
子
補
給

制
度
の
存
置
も
含
め
、
慎
重
に
検
討
す
べ
き
。

・
制
度
の
移
行
に
伴
い
、
一
般
会
計
の
実
質
的
な
負

担
が
増
加
し
な
い
も
の
と
す
る
と
と
も
に
、
歳
入

確
保
や
歳
出
削
減
の
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
が
確
保
さ

れ
る
仕
組
み
と
な
る
よ
う
検
討
す
べ
き
。

○
今
後
の
債
務
返
済
の
見
通
し

̶
 

前
提
条
件 ̶

【
収
穫
量
】平
成
10
年
の
抜
本
的
改
革
時
の
長
期
収
支
試
算
の

収
穫
量
を
基
本
に
調
整

【
木
材
販
売
価
格
】直
近
の
国
有
林
の
販
売
実
績
単
価
を
基
本
と

し
、「
森
林
・
林
業
再
生
プ
ラ
ン
」の
実
現
過
程
に
お
い
て
見

込
ま
れ
る
施
業
コ
ス
ト
の
縮
減
を
考
慮
し
た
。
こ
れ
に
よ
り
、

立
木
販
売
価
格
は
今
後
10
年
間
で
２
、６
０
０
円
／
㎥
か
ら

４
、０
０
０
円
／
㎥
に
上
昇
す
る
も
の
と
見
込
む
。

【
借
入
金
利
】長
期
的
な
金
利
の
動
向
を
見
通
す
こ
と
は
極
め

て
困
難
で
あ
り
、
い
く
つ
か
の
前
提
の
下
に
試
算
。

今
後
の
収
穫
量
お
よ
び
債
務
返
済
の
見
通
し

○
今
後
の
収
穫
量
の
見
通
し

1,120

1,260

1,410
1,490

1,540 1,550 1,560 1,570

H25～29 H30～34 H35～39 H40～44 H45～49 H50～54 H55～59 H60～

※数値は、5年間の年度平均

万m3
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1,000

500
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管理経営計画等

例

国有林のための計画

これまでの国有林野の管理経営

民有林・国有林を通じた政策課題に寄与
する計画

鳥獣被害対策自らの経営資産を守る対策被害対策を超え地域全体の鳥獣の保護
管理を図る対策

森林情報等自らの事業の実施のために
内部で利用

民有林・国有林共通図面を作成するなど、
積極的に外部へ提供

木材供給木材販売は収入確保が目的国産材の安定供給、新規需要開拓、
急激な価格変動時の供給調整等の目的

事業発注自らの経営資産の保全管理
のため

林業事業体の育成や新たな技術の導入・
施行のための政策手段

人材の育成自らの経営のための人材育成フォレスターなど民有林の指導に
中心的役割を担える人材を育成

これからの国有林野の管理経営

◎特集 林政審議会答申 今後の国有林野の管理経営のあり方について

終わりに終わりに
～新たな国有林野の管理経営の姿～～新たな国有林野の管理経営の姿～

　

以
上
の
よ
う
な
見
直
し
に
よ
り
、

こ
れ
か
ら
の
国
有
林
野
の
管
理
経
営

は
、
国
民
の
要
請
に
今
後
よ
り
一
層

適
切
な
対
応
が
で
き
る
よ
う
転
換
さ

れ
る
。

　

民
間
と
競
合
す
る
巨
大
な
国
の
企

業
と
公
益
的
機
能
発
揮
を
目
的
と
し

た
行
政
組
織
と
い
う
二
面
性
を
有
し

た
も
の
か
ら
、
公
益
重
視
の
管
理
経

営
を
一
層
推
進
し
つ
つ
、
森
林
・
林

業
再
生
、
地
域
振
興
そ
の
他
政
策
実

現
の
た
め
に
奉
仕
す
る
国
有
林
へ
と

進
化
し
、
国
民
全
体
の
利
益
の
た
め

に
地
域
と
と
も
に
歩
む
真
に「
国
民

の
た
め
の
国
有
林
」と
し
て
飛
躍
す

る
こ
と
を
期
待
す
る
。


